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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　内燃機関の燃料噴射装置のための燃料噴射弁であって、可動子（３）と協働する第１の
磁石コイル（２）と、前記可動子（３）と協働する第２の磁石コイル（４）と、前記可動
子（３）と摩擦接続で結合された、弁閉鎖体を作動するための弁ニードル（１３）とを有
し、
　前記第１の磁石コイル（２）で閉鎖方向の力がかつ第２の磁石コイル（４）で開放方向
の力が前記可動子（３）に与えられることができる形式のものにおいて、
　燃料噴射弁（１）の弁ケーシング（２０）又は内極として役立つコア部分（８，９）が
少なくとも１つのスリット（２１）を軸方向に有し、
　前記スリット（２１）が前記磁石コイル（２，４）の少なくとも一方に沿って延びてお
り、前記可動子（３）が２部分から構成されており、第１の可動子部分（５ａ）と第２の
可動子部分（５ｂ）とに分けられており、第１の可動子部分（５ａ）が第１のフランジ（
１４）を介して前記弁ニードル（１３）と作用結合されておりかつ第２の可動子部分（５
ｂ）が第２のフランジ（１５）を介して前記弁ニードル（１３）と作用結合されており、
前記第１の可動子部分（５ａ）と前記第２の可動子部分（５ｂ）がそれぞれ円錐状の切欠
き（１２）を有していることを特徴とする、燃料噴射弁。
【請求項２】
　前記第１の磁石コイル（２）と前記第２の磁石コイル（４）との間に磁化可能ではない
層（１１）がある、請求項１記載の燃料噴射弁。
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【請求項３】
　磁化可能ではない層（１１）が、第１の磁石コイル（２）と第２の磁石コイル（４）と
の間に配置されたウェブ（１０）を、前記第１の磁石コイル（２）に向いた側のウェブ部
分（１０ａ）と前記第２の磁石コイル（４）に向いた側の第２のウェブ部分（１０ｂ）と
に分割している、請求項２記載の燃料噴射弁。
【請求項４】
　前記第１の磁石コイル（２）と磁化可能ではない前記層（１１）との間の間隔と前記第
２の磁石コイル（４）と磁化可能ではない前記層（１１）との間の間隔とが異なった大き
さに設定されている、請求項３記載の燃料噴射弁。
【請求項５】
　磁化可能ではない前記層（１１）が前記第２の磁石コイル（４）よりも前記第１の磁石
コイル（２）に近く位置している、請求項４記載の燃料噴射弁。
【請求項６】
　燃料噴射弁（１）の弁ケーシング（２０）に又は内極として役立つコア部分（８，９）
に前記スリット（２１）が２つ設けられている、請求項１記載の燃料噴射弁。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
本発明は請求項１に記載したタイプの燃料噴射弁もしくは請求項１０に記載した形式の燃
料噴射弁を作動する方法から出発している。
【０００２】
燃料噴射弁の閉鎖時間は、一方では可動子とコアとの間の付着力によってかつ他方ではう
ず電流によって延長される。遅延を減少させるためには、燃料噴射弁を励磁する電流パル
スの終了に際し電流を磁石コイルを通して逆向きに流し、残留磁界の消去を加速すること
が公知である。しかしこの場合には適当な制御部材の構成に費用がかかり、不十分な閉鎖
時間の短縮しか得られない。
【０００３】
別の可能性は燃料噴射弁を開放するための第１の磁界と燃料噴射弁を開放位置に保つため
の第２の磁界を形成することである。この場合には保持磁界は、保持磁界を遮断した後の
うず電流が小さく、これにより閉鎖時間が短縮されるように小さく選ばれる。
【０００４】
ＤＥ２３０６００７Ｃ３号明細書には、内燃機関に燃料を噴射するための電磁的に作動可
能な燃料噴射弁が公知である。この燃料噴射弁においては磁石コイルは３つの別個の切換
え回路によって制御される３つのコイルを有している。この場合、第１の切換え回路は燃
料噴射弁の迅速な開放のためにかつ第２の切換え回路は燃料噴射弁を開放状態に保つため
に、第３の切換え回路は残留磁界を消去する対抗磁界を生ぜしめて燃料噴射弁を迅速に閉
鎖するために用いられる。
【０００５】
ＤＥ２３０６００７Ｃ３号明細書によって公知である燃料噴射弁の欠点は、特に磁石コイ
ルの３つのコイルを制御する３つの切換え回路を有する装置の製造に費用がかかることで
ある。さらに切換え回路によって拡大された所要スペースも欠点である。閉鎖方向に向け
られた磁気的な力成分による積極的な戻しは行なわれない。
【０００６】
発明の利点
これに対し、請求項１の特徴を有する本発明による燃料噴射弁は、閉鎖方向で第１の磁石
コイルにより閉鎖力が生ぜしめられるという利点を有している。請求項１０に記載した方
法に相応して、開放は両方の磁石コイルに通電することで準備され、次いで閉鎖方向に作
用する磁石コイルが遮断される。次いで噴射過程が有利には両方の磁石コイルの一方の遮
断によって開始させられる。これは磁石コイルの通電によって開放過程が開始させられる
従来の装置とは反対である。すでに形成された磁界によって切換えダイナミックには積極
的に影響が及ぼされる。この結果、開放時間が短縮される。閉鎖方向では短い閉鎖時間を
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達成するために反対のことが行なわれる。従属請求項に記載した特徴によっては請求項１
に記載した燃料噴射弁もしくは請求項１０に記載した方法の有利な構成と変化が可能であ
る。
【０００７】
磁石回路、例えばコア部分又は弁ケーシングに軸方向のスリットを設けることによりうず
電流の影響を減退させることができる。
【０００８】
磁化可能ではない材料で充填された、磁石回路の間にある半径方向のギャップにより磁力
の最大化がもたらされる。何故ならば磁気流は弱められてしか絶縁作用を発揮する材料を
通過できないからである。したがって磁界は相互に妨げ合うことはない。
【０００９】
磁石コイルの間に配置されたギャップの半径方向の長さで最大力と力の平衡とが決められ
る。２つの磁石コイルに対して相対的なギャップの軸方向の位置は装置の対称化を許す。
【００１０】
さらに有利であることは両方の磁石コイルに２つの反対の磁界を誘発する反対に向けられ
たほぼ同じ大きさの電流を供給することである。
【００１１】
さらに有利であることは可動子部分に切欠きを設け、該切欠きで磁力の損失なしで、可動
な部分の著しい重量の軽減を可能にすることである。
【００１２】
実施例
以下、本発明の１実施例を簡略化して示した実施例に基づき説明する。
【００１３】
図１は燃料噴射弁１の中央部分の抜粋断面図である。この燃料噴射弁１は特に、混合気圧
縮型の外部点火式の内燃機関の図示されていない燃焼室内へ燃料を直接的に噴射するのに
適している。
【００１４】
燃料噴射弁１は、本実施例では２部構成で構成された可動子３の第１の可動子部分５ａと
協働する第１の磁石コイル２と、可動子３の第２の可動子部分５ｂと協働する第２の磁石
コイル４とを有している。第１の磁石コイル２は第１のコイル保持体６に巻かれかつ第２
の磁石コイル４は第２のコイル保持体７に巻かれている。第１の磁石コイル２は第１のコ
ア部分８を取巻いているのに対し、第２の磁石コイル４は第２のコア部分９を取巻いてい
る。第１の磁石コイル２と第２の磁石コイル４は軸方向でウェブ１０により互いに分離さ
れている。ウェブ１０は第１の磁石コイル２に向いた第１のウェブ部分１０ａと第２の磁
石コイル４に向いた第２のウェブ部分１０ｂとから構成されている。ウェブ部分１０ａ，
１０ｂは磁化可能ではない材料から成る層１１によって互いに分離されている。
【００１５】
この場合、ウェブ部分１０ａと１０ｂは必ずしも同じ大きさではない。開放又は閉鎖過程
を最適化するためには層１１の軸方向の位置が調整される。例えば開放過程のために力の
平衡が最適化されると磁化可能ではない層１１の軸方向の位置が中央位置からわずかに第
１の磁石コイル２に向かって移動させられる。これにより第１の磁石コイル２に境界を接
するウェブ部分１０ａにおける磁気的な流れ密度はウェブ部分１０ｂにおける流れ密度に
対し高められる。
【００１６】
第１の可動子部分５ａと第２の可動子部分５ｂは第１のコア部分８と第２のコア部分９と
の間に配置されている。可動子部分５ａと５ｂは本実施例ではそれぞれ１つの切欠き１２
を有している。これらの切欠き１２は円錐状に形成されかつ可動な部分の重量の低減をも
たらす。
【００１７】
弁ニードル１３は第１のコア部分８、第２のコア部分９並びに両方の可動子部分５ａと５
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ｂを貫いて延びている。この場合、第２の可動子部分５ｂと第２のコア部分９との間には
燃料噴射弁１が閉じられた状態で作業ギャップ２５が形成される。第１の可動子部分５ａ
は弁ニードル１３に対しフランジ１４を介して作用結合させられているのに対し、第２の
可動子部分５ｂは第２のフランジ１５を介して弁ニードル１３と作用結合させられている
。
【００１８】
第２のコア部分９における中央の切欠き２３内に特にプレス嵌めされた緊締スリーブ１６
と第２のフランジ１５との間には戻しばね１７が緊縮されている。この戻しばね１７は弁
ニードル１３を噴射方向で図示されていないシール座にプレスし、ひいては燃料噴射弁１
を閉じた位置に保持する。
【００１９】
第１のコア部分８から見て噴射方向に案内部材１８、シール部材１９並びに図示されてい
ない弁閉鎖体が続いている。
【００２０】
燃料噴射弁１は弁ケーシング２０で取囲まれており、該ケーシング２０は第２の磁石コイ
ル４の領域と第１の磁石コイル２の領域に例えば１つ、理想的には２つのスリット２１を
有している。このスリットは軸方向に延び、燃料噴射弁１を作動させた場合に弁ケーシン
グ２０内で誘発された磁界の拡散もしくはうず電流の影響の減少のために役立つ。スリッ
トの切られた弁ケーシング２０に対し択一的にこのようなスリット２１を例えばコア部分
８，９に設けることもできる。これは図４のＢと図５のＢとに示されている。
【００２１】
燃料は中央にて供給され、矢印２２に示された流れ方向で燃料噴射弁１の中央の切欠き２
３を通ってかつ可動子部分５ａと５ｂにおける燃料通路２４ａと案内部材１８における燃
料通路２４ｂとを通ってシール座に導かれる。
【００２２】
第１の磁石コイル２と第２の磁石コイル４とにおいて反対に向けられた励磁電流が流され
ると、第１の磁石コイル２と第２の磁石コイル４とにおいては、互いに反対に向けられた
磁界が誘発される。第１の磁石コイル２と第２の磁石コイル４とにおける磁界が反対に向
けられているので当初は噴射方向及び供給方向の磁界は相殺される。可動子３は該可動子
３に作用する第１の磁石コイル２の磁力によって第１のコア部分８に接触した状態に保た
れる。第２の磁石コイル４の作用は第２の可動子部分５ｂと第２のコア部分９との間の作
業ギャップ２５に基づきわずかである。
【００２３】
燃料噴射弁１を開放させるためには第１の磁石コイル２を励磁する電流が遮断される。こ
れにより第１の磁石コイル２からは可動子３に磁力はもはや作用せしめられなくなる。可
動子３は作業ギャップ２５に相当する距離だけ、戻しばね１７の力に抗して第２の磁石コ
イル４内へ引込まれる。これにより弁ニードル１３は開放方向に第２のフランジ１５を介
し可動子３により連行される。弁ニードル１３の噴射側の端部には図示されていない弁閉
鎖体が構成されている。この弁閉鎖体は弁ニードル１３の運動により図示されていない弁
座面から持上げられ、これにより燃料噴射弁１が開放される。
【００２４】
第２の可動子部分５ｂと第２のコア部分９との間に構成された作業ギャップ２５はいまや
閉じられている。同じ大きさの作業ギャップ２５は燃料噴射弁１が開放した状態で第１の
可動子部分５ａと第１のコア部分８との間にある。
【００２５】
閉鎖過程を準備するためには第１の磁石コイルが再び通電される。したがって可動子３は
第１の磁石コイル２の方向に力を受ける。しかしながら該力は作業ギャップ２５に基づい
て第２の磁石コイル４によって生ぜしめられた力よりも小さい。いまや第２の磁石コイル
４を励磁する電流を遮断すると、可動子３は戻しばね１７と第１の磁石コイル２との合力
で弁ニードル１３と一緒に噴射方向へ加速される。第１の磁石コイル２が先きに通電され
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かつ可動子がその結果第２のコア部分９から落下することによって迅速な閉鎖運動が達成
される。この結果、正確でかつ短い閉鎖時間が得られる。この閉鎖時間は付着及びうず電
流によるわずかな影響しか受けない。
【００２６】
図２には質的に燃料噴射弁の開放及び閉鎖過程の間に発生させられている力が示されてい
る。上の線図は弁開放のための電気的な制御命令ｔｉを表している。中央の線図には作用
する磁力Ｆｍａｇが時間ｔの関数として示されている。この場合、時間軸の上側には第２
の磁石コイル４の磁力が示されているのに対し、時間軸の下側には第１の磁石コイル２の
磁力が示されている。燃料噴射弁１の開放を準備するためには、第１の磁石コイル２と第
２の磁石コイル４とが同時に、値的にはほぼ同じであるが反対に向けられた励磁電流で通
電される。両方の磁界が一杯の強さに達すると、燃料噴射弁１を開放するために第１の磁
石コイル２が遮断される。第２の磁石コイル４は可動子３を開放方向へ引っ張る。可動子
３が第２のコア部分９に当接すると、磁力は励磁電流を弱めることによって必要な保持力
に減退させられる。
【００２７】
燃料噴射弁１の閉鎖を準備するためには第１の磁石コイル２が再び通電されかつ第２の磁
石コイル４を流れる励磁電流が再び強められる。これにより第２の磁石コイル２は再び磁
力を可動子３に作用させる。この磁力は第２の磁石コイル４を遮断したあとで戻しばね１
７の力と一緒に第１のフランジ１４と第２のフランジ１５とを介して弁ニードル１３を閉
鎖方向へ移動させる。可動子３の飛翔時相の終了後、磁力は第１の磁石コイル２を励磁す
る電流の遮断後、ゆっくりと零に向かって降下する。
【００２８】
図２における下の線図は合成力（第１と第２の磁石コイル２及び４の磁力並びに戻しばね
１７の戻し力）を示している。燃料噴射弁１の開放の準備時相にて第１磁石コイル２と第
２の磁石コイル４とが通電されると、合成力としては戻しばね１７の戻し力しか残らない
。何故ならば磁界は同じ大きさであるが反対に向けられているからである。戻しばね１７
は燃料噴射弁１をこの時相にて閉じた状態に保つ。第１の磁石コイル２が遮断されると、
第２の磁石コイル４の磁力は戻しばね１７の戻し力を上回り、これによって燃料噴射弁１
が開放される。可動子３がその終端位置に達すると、磁力は励磁電流を保持電流強さに弱
化調整することにより再び低下させられる。しかしながらこの磁力は依然としてまだ戻し
ばね１７の力を上回っているので、燃料噴射弁１は開放位置に留まる。閉鎖過程を準備す
るために第１の磁石コイル２が再び通電されると、これは当初は、発生する力関係に作用
を及ぼさない。第２の磁石コイル４が遮断されてはじめて、第１の磁石コイル２の磁力と
戻しばね１７の戻し力だけがまだ同じ方向に作用し、これにより燃料噴射弁１が閉じられ
る。
【００２９】
図３には本発明による燃料噴射弁１の図１に示された実施例の、図１に符号ＩＩＩで示し
た領域の詳細が部分断面図で示されている。第１の磁石コイル２と第２の磁石コイル４と
の間の第１のウェブ部分１０ａと第２のウェブ部分１０ｂとの間の磁化可能ではない層１
１の働きを明瞭にするために、燃料噴射弁１の開放時相の間の第１の磁石コイル２と第２
磁石コイル４との通電状態が示されている。図面には作用形式を説明するのに必要である
部分だけしか示してない。この場合、すでに記述した構成部分は同じ符号で示されている
。
【００３０】
図３に示された磁力線３０からは、配置の幾何学的な形状及び磁化可能ではない層１１の
位置とに基づき磁力線３０が、弁ケーシング２０の第２の磁石コイル４の領域、第２のコ
ア部分９及び第２の可動子部分５ｂだけしか貫通しないことが明らかである。第１の可動
子部分５ａ、弁ケーシング２０の第１の磁石コイル２の領域並びに第１のコア部分８を貫
く磁界の割合はきわめてわずかである。磁化可能ではない層１１の材料並びに第１の磁石
コイル２と第２の磁石コイル４との間の層の位置及び層１１の軸方向の寸法は、損失がほ
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ぼ消滅するように選択されていることができる。層１１の位置は層１１が第１の磁石コイ
ル２に近く又は第２の磁石コイル４に近く配置されているかに応じて開放過程又は閉鎖過
程の最適化を可能にする。何故ならば第１の可動子部分５ａ又は第２の可動子部分５ｂが
それぞれの磁界でより強い影響を受けるからである。例えば弁ケーシング２０の一体構造
が望まれる場合には弁ケーシング２０の製作を簡単にするためには、層１１の半径方向の
寸法が弁ケーシング２０全体を分割する必要はない。弁ケーシング２０に所望の半径方向
の位置までスリットを切り、該スリットを磁化可能でない層１１で充たすことができる。
【００３１】
冒頭に述べた軸方向のスリット２１を示すために図４のＡと図４のＢにおいては半径方向
の断面図で磁界の拡散が示され、図５のＡと図５のＢにおいて半径方向の断面でコア部分
８におけるうず電流の経過が示されている。断面は図１の線ＩＶ－ＩＶ、Ｖ－Ｖに沿って
行われている。
【００３２】
図４のＡには比較のためにスリットの切られていないコア部分８が線ＩＶ－ＩＶに沿った
半径方向の断面で示されかつコア部分８にて誘発された第１の磁石コイル２の磁界の拡散
が示されている。
【００３３】
図４のＢには２個所スリットが切られた領域にてＩＶ－ＩＶ線に沿った半径方向の断面で
コア部分８が示されかつコア部分８にて誘発された第１の磁石コイル２の磁界の拡散が示
されている。スリット２１によりコア部分８は２つの部分に分けられている。磁界は部分
８ａ，８ｂの間のスリット２１に基づき円形には閉じられていない。これにより損失をわ
ずかかに保つことができる。これは磁石回路の制御出力にポジティブに作用する。
【００３４】
図５のＡには比較を目的として閉じられたコア部分８におけるうず電流の経過がＶ－Ｖ線
に沿った半径方向の断面で示されている。うず電流はコア部分８の中断されていない形状
によって強く顕われ、したがって燃料噴射弁１の閉鎖時間に著しい影響を及ぼす。
【００３５】
図５のＢには２個所でスリットの切られたコア部分８がＶ－Ｖ線に沿って断面して示され
ている。この場合にはうず電流はスリット２１を通って発生せず、両方の部分８ａ，８ｂ
において同様に閉じられたうず電流を生ぜしめる。これによりうず電流の作用は総じて減
退させられる。
【００３６】
本発明は記述した実施例に限定されるものではなく、任意の構造形式の任意の燃料噴射弁
、特に外へ向かって開く燃料噴射弁に適する。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明による燃料噴射弁の１実施例の部分的な断面図。
【図２】　図１に示された本発明の燃料噴射弁の１実施例の切換時相と切換過程で作用す
る力とを示した線図。
【図３】　図１に示した本発明による燃料噴射弁の図１にて符号ＩＩＩで示された領域の
詳細を示した図。
【図４】　図４は図１の断面ＩＶ－ＩＶにおけるスリットの切られていない磁石コア（Ａ
）とダブルスリットの切られた磁石コア（Ｂ）とのための磁界の拡散を示した図。
【図５】　図５は図１の断面Ｖ－Ｖにおけるスリットの切られていない磁石コア（Ａ）と
ダブルスリットの切られた磁石コア（Ｂ）とにおけるうず電流の経過を示した図。
【符号の説明】
１　燃料噴射弁、　２　磁石コイル、　３　可動子、　４　磁石コイル、　６　コイル保
持体、　７　コイル保持体、　８　コア部分、　９　コア部分、　１０　ウェブ、　１１
　層、　１２　切欠き、　１３　弁ニードル、　１４　フランジ、　１５　フランジ、　
１６　緊締スリーブ、　１７　戻しばね、　１８　案内部材、　２０　弁ケーシング、　
２１　スリット、　２３　切欠き、　２５　作業ギャップ
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